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今月号のあらまし 

 

Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

政府は、ＴＰＰ大筋合意による国内生産への影響を緩和するため、ＴＰＰ関

連対策として３，１２２億円の補正予算案を編成した。 

また、１２月２４日にはＴＰＰ大筋合意の影響額の試算結果を公表した。農

林水産物の生産額が最大で２，１００億円減少するとした一方、生産量への影

響は無いとしており、野党からは「楽観的」との声が上がっている。 

ＴＰＰ承認を巡っては、今国会で審議が行われる予定で、政府は署名後速や

かに行いたいとする意向を示している。報道によれば、署名は２月４日にも行

われるとのことで、国会の動向には注視が必要である。 

Ⅱ 予算・税制改正をめぐる情勢 

政府は１２月１８日に平成２７年度補正予算案を、２４日には平成２８年度

予算案と税制改正大綱を閣議決定した。２７年度補正予算案の農林水産関係で

は、総額４，００８億円が措置された。一方、２８年度予算案の農林水産関係

は２兆３，０９１億円（前年比１億円増）となった。 

税制改正については、懸案事項である消費税の軽減税率（８％）が、①酒類

や外食を除く食品全般、②定期購読で週２回以上発行される新聞の２点で適用

されることとなった。 

Ⅲ 農協改革をめぐる情勢 

農林水産省は、改正農協法関係の政省令案を発表した。懸案事項である理事

構成に関する省令については、認定農業者に準ずる者を含めるための要件や、

地域に認定農業者が少ない場合における措置等が整理されている。公布時期は

未定だが、１月中と見込まれている。 

また、「総合的な監督指針」に関しては、２月を目途に公示し、パブリック

コメントが行われる予定である。 
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Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

― ２７年度補正予算案、ＴＰＰ対策に３,１２２億円 ― 

 
１．政府の動向 
（１）２７年度補正予算案について 

○ 政府は１２月１８日、臨時閣議を開き、農林水産分野のＴＰＰ関連対策３，１

２２億円を含む２７年度補正予算案を閣議決定した。ＴＰＰ関連対策の内容は、

１１月２５日に決定された「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を踏まえて編成され

ている。 
 
○ 主な内容としては、地域の営農計画に基づき水田・畑作等の高収益化をはかる

産地パワーアップ事業の新設、畜産クラスター事業の拡充、公共事業では農地の

大区画化や畑の高機能化等を目指す農業農村整備事業等で、一部の事業は基金化

され、複数年で活用できることとされた。主な項目と金額は下図の通り。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：日本農業新聞 
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○ このうち、新設される産地パワーアップ事業は、地域農業再生協議会が産地を

強化する計画を定め、その計画に沿って経営発展に向けて投資する農業者を助

成・支援するもので、対象となる取り組みは下図の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ １２月２１日、森山農林水産大臣は、農林水産分野のＴＰＰ関連対策に関する

説明会で、「新しい国際環境の下でも経営意欲を後押しするような対策ができた。

生産現場の不安を解消し、将来の意欲が後押しされるよう活用いただきたい」と

述べた。 
  

（２）ＴＰＰ大筋合意による影響額の政府試算について 

○ １２月２４日、内閣府は、ＴＰＰによる関税削減の効果や、非関税措置による

コスト縮減などにより、実質ＧＤＰが２．６％増、約１４兆円の拡大効果がある

とする分析結果を公表した。 
 
○ 甘利ＴＰＰ担当大臣は、同日の記者会見で、影響試算について「相当手堅く見

積もっている」としたうえで、「期待した数字」と評価するとともに、農業生産

額については、「価格面では輸入の影響で総額が下がる。しかし、生産性が上が

ってくるから収益は減らない」などと発言した。 
 
○ この公表にあわせ、農水省は、大筋合意内容と関連政策大綱に基づく政策対応

をふまえ、農林水産物の生産額が約１，３００億円～２，１００億円減少する一

方、食料自給率には影響を及ぼさないとする試算を公表した。主要品目の試算結

果と試算の考え方は下表の通り。 

出典：日本農業新聞 
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【主要品目の試算結果と試算の考え方】 

品目 減少額 試算の考え方 
米 ０億円 関税維持、特別輸入枠相当の国産米の政府買入により、影響は見込み難い。 
小麦 ６２億円 マークアップ引下げで生産額が減少。 国内対策実施で、国内生産量は維持。 

砂糖 ５２億円 加糖調製品の輸入増で生産額が減少。 国内対策実施で、国内生産量は維

持。 
牛肉 ３１１～ 

６２５億円 
乳用種が競合し、価格が低下。それに伴い交雑種・和牛も影響を受ける。    

国内対策実施で、国内生産量は維持。 
豚肉 １６９～ 

３３２億円 
銘柄豚以外が競合し、価格が低下。銘柄豚も一部影響を受ける。 
国内対策実施で、国内生産量は維持 

乳製品 １９８～ 
２９１億円 

チーズ向け生乳等の価格が輸入品の価格まで下落し、生産額が減少。 
国内対策実施で、国内生産量は維持。 

茶 ― ＴＰＰ参加国からの輸入実績なし。 
加工用 
トマト １億円 競合するトマト加工品の価格のみ下落。 

国内対策実施で、国内生産量は維持。 
かんきつ

類 
２１～ 
４２億円 

競合する極早生ミカンや果汁等の価格が下落し、生産額が減少。 
国内対策実施で、国内生産量は維持。 

りんご ３～ 
６億円 

７月出荷のリンゴや果汁等の価格が下落し、生産額が減少。 
国内対策実施で、国内生産量は維持。 

鶏肉 １９～ 
３６億円 

廉価の冷凍品が競合し、価格が低下。廉価の冷蔵品も影響を受ける。 
国内対策実施で、国内生産量は維持 

鶏卵 ２６～ 
５３億円 

一部加工卵の価格が輸入品価格まで下落し、生産額が減少。 
国内対策実施で、国内生産量は維持。 

 
○ 本試算は、現在の関税率１０％以上かつ国内生産額１０億円以上の品目（全１

９品目）について行われている。また、今回は関税が段階的に削減されるものも

あるため、合意内容の最終年における生産額への影響が算出されている。 
 
○ 影響額の試算は、品目ごとに競合する部分・しない部分に二分し、競合する部

分は関税削減相当分まで、しない部分はその半分の割合で価格が低下するという

見込みで計算されている。品質向上・高付加価値化が期待できる品目については

価格下落幅が最大で半分程度となることを想定しており、影響額に幅をもたせて

いる。 
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○ 本試算では、生産量への影響も計算されているが、減少はないと結論づけられ

た。これは、国内対策の「適切な実施」によって、再生産が確保されるとの考え

方に基づくもので、野党からは「楽観的である」との声が上がっている。 
 
○ 森山大臣は、１２月２５日の記者会見において、本試算結果について「輸出増

などの変動要因はあるが、確実なものとして見込んだ」と述べた。また、「関税

削減等の影響で価格の低下は避けられない」としたうえで、「ＴＰＰの影響につ

いては、国内対策の効果を慎重に見極めていく」と発言した。 
 
○ 一方で、自民党は７日、政府に対し県別の試算を一部の県で実施するよう要望

したとされる。これについて森山大臣は、「（全国が行うと）極めて大雑把な数字

しか出てこない。それぞれの県が算式に基づいて計算をしていただくことで、正

しい数字が出てくる」との考えを示した。 
 
（３）ＴＰＰ協定文書の仮訳について 

○ １月７日、政府は、ＴＰＰ協定ならびに交渉参加国との間で作成される文書の

暫定仮訳をＴＰＰ政府対策本部のホームページで公表した。今回の公表はＴＰＰ

協定のうち法的精査が終了したルール分野を中心としており、ＴＰＰの全容を知

る上で欠かせない、市場アクセスに関わる関税の譲許表や附属書については提示

されていない。 
 
２．米国の動向 
（１）業界団体の動向について 

○ これまで態度を保留してきた米国商工会議所や全米製造業協会など主要な経

済団体は、１月上旬に相次いで声明を発表し、基本的にはＴＰＰを支持する姿勢

を示した。また、米国最大の農業団体である米国ファームビューロー連盟は、１

２月１６日、「理事会の投票によってＴＰＰ協定を支持することを決定した」と

する声明を発表、連盟としてＴＰＰを指示する意向を示した。 

 

○ 一方、米国の製薬業界は、医薬品の知的財産のデータ保護期間などに不満を示

して反対しているほか、タバコ業界は、タバコ規制がＩＳＤ条項からの例外とさ

れたことを受けて強く反対している。また、金融業界の多くの企業は、電子商取

引の規定への不満などにより反対している。加えて、米国労働総同盟産業別組合

会議（ＡＦＬ－ＣＩＯ）をはじめ、自動車・鉄鋼業などの労働組合や、民主党に

近い農業団体である全米ファーマーズ・ユニオン（ＮＦＵ）等は反対姿勢を崩し

ていない。 
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（２）米国議会の動向について 

○ マコネル上院共和党院内総務は１２月１１日、米国紙のインタビューにおいて、

「オバマ大統領は、２０１６年１１月の大統領・両院議会選挙が終わるまでは、

あるいは大統領退任までは、ＴＰＰ協定を議会に送付すべきではない」などと発

言し、選挙前のＴＰＰの議会審議に疑義を呈した。 

 

○ また、上院での審議の鍵を握るハッチ財政委員長（共和党）は、共和党の支持

基盤である製薬業界がＴＰＰに反対していることを背景に、再三にわたり医薬品

の知的財産保護に関する規定を中心に強く批判しており、議会の承認を得るには

再交渉が必要との姿勢を崩していない。 

 

○ 一方、下院歳入委員長時代にＴＰＡ法案を強力に推進したライアン下院議長は

１２月１５日、２０１６年中の議会審議について「（内容次第で）可能性は大い

にある」と述べ、協定内容によっては早期審議もあり得るとの考えを示した。 

 

３．国会の動向 

○ １月４日、ＴＰＰ大筋合意後初となる通常国会が召集された。６日には衆議院、

７日には参議院で、それぞれ代表質問が行われ、野党からはＴＰＰの交渉結果に

対する批判等が相次いだ。 
 
○ ＴＰＰの批准を行うＴＰＰ承認案の審議について、甘利大臣は４日の記者会見

で「（１２カ国での）署名が終わったら速やかに国会承認をはかっていきたい」

などと述べ、「署名の時期について正式にいつどこでやるか決まっていない」と

しながらも、早期の国会審議に意欲を示した。 
 
○ ６日、民主党の岡田代表は代表質問で、大筋合意後に臨時国会を開催しなかっ

たことを受け「説明不足であり、国会を軽視している」と強く批判した。また、

２０１２年の衆院選では自民党はＴＰＰに反対の立場であったとし、ＴＰＰ大筋

合意は公約違反であり、国民への謝罪が必要などと述べた。 
 
○ 安倍総理はこれに対し「１１月、１２月の閉会中審査で説明責任を果たしてき

た。また、ＴＰＰ合意内容は国益にかなう最善の結果であり、自民党が交渉参加

に先立って掲げた国民との約束はしっかり守ることができた。」と応じた。 
 
○ ７日には、共産党の井上幹事長が、政府のＴＰＰ影響試算を「過少に見積もっ

たもの」と批判し、ＴＰＰの全容を示さないうちに国内対策を１５年度補正予算

案に計上したことなどと併せて問題視した。安倍総理は「試算は十分に精査し、

積み上げた数値」と、妥当な試算であることを強調した。 
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○ また安倍総理は、ＴＰＰ関連対策について野党から「バラマキ」と批判されて

いることについては、「農業の体質強化に関係ない事業に対する支援は行わない」

などと答弁した。 
 
○ 政府は６日、ＴＰＰに伴い１１の法律を改正する方向性を明らかにした。関連

する法律を計８本の法案にまとめ、３月上旬に提出する予定である。農業関係は、

牛・豚マルキンの法制化や、地理的表示保護制度について国をまたいで運用可能

にする等の内容であり、４つの法律が対象となる。このほか、セーフガードの発

動手続きについての法改正や、著作権の保護期間を７０年に延長するといった法

改正が予定されている。 
 

４．今後の見通し 

○ 米国では、オバマ大統領の諮問機関である通商政策・交渉諮問委員会が「ＴＰ

Ｐは包括的かつ先進的な協定で、米国の経済成長を加速させ、雇用を支える」な

どと評価する報告書を提出するなど、ＴＰＰはいずれ批准されるとの見方が大勢

を占めている。 
 
○ 一方で、米国議会での審議開始の時期については、複数の業界団体が反対の立

場をとっていること、有力な大統領候補がＴＰＰに否定的であることに加えて、

２０１６年は選挙のため議会開会日が例年より少ないことから、選挙後の情勢が

見えてきてからになるとの見方が強い。 
 
○ 日本での国会批准の時期については、政府が署名後速やかに承認に向けた審議

を行いたいとする意向を示す一方、米国における審議状況をふまえて我が国の審

議がすすめられるとの見方もあり、７月に想定される参議院選挙を見据えて、国

会批准がどのタイミングになるのかについて、動向を注視していく必要がある。 
 

【今後のＴＰＰ関連日程等】 

 １月２０日？ ２７年度補正予算案の成立 
 ２月 ４日？ ＴＰＰ署名（ニュージーランド？） 
 ３月 １日 米国大統領予備選（スーパーチューズデー） 
３月末？ ２８年度予算案・税制改正法の成立 
６月 １日 通常国会会期末 
７月？ 参議院選挙 
９月１３～２６日 国連総会（ニューヨーク） 
１１月 ８日 米国大統領選 
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Ⅱ 予算・税制改正をめぐる情勢 

― 28年度農林水産予算案 前年度比 1億円増の 2兆 3,091億円 ― 

 

１．平成２７年度補正予算案 

○ 政府は１２月１８日に臨時閣議を開き、ＴＰＰに関連し農林水産業の競争力強

化策などを盛り込んだ総額３兆３，２１３億円の平成２７年度補正予算案を閣議

決定した。安倍総理は同日、補正予算について「一億総活躍社会の実現という新

たな挑戦の第一歩を記すもの」と語った。 

 

○ 補正予算案では、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等」

に係る経費に約１兆１，６４６億円、「ＴＰＰ関連政策大綱実現に向けた施策」

に係る経費に約３，４０２億円を計上している。財源は、前年度の剰余金と今年

度の税収増加分を充てる。なお、新規の国債発行は行わず、当初に予定されてい

た国債発行額を４，４４７億円減額する方針である。 

 

○ 農林水産関係は総額４，００８億円で、うち公共事業は１，４４８億円、非公

共事業は２，５６０億円が措置された（別紙１）。「ＴＰＰ関連政策大綱」に基

づく施策の推進として３，１２２億円が措置されている。ＴＰＰ関連対策の主な

内容は「Ⅰ．ＴＰＰ交渉をめぐる情勢」を参照のこと。 

 

○ 補正予算案は、１月１４日に衆議院の本会議にて可決されており、参議院での

審議が順調に進めば、１月２０日にも成立する見込みとなっている。 

 

２．平成２８年度予算案 

○ 政府は１２月２４日に臨時閣議を開き、一般会計総額で過去最大となる９６兆

７，２１８億円の平成２８年度予算案を閣議決定した。子育てや介護支援など、

「一億総活躍社会」実現への緊急対策に２．４兆円を充当するなど、生活支援の

色が濃い内容となっている。また、社会保障費は前年比４，４１２億円増の３１

兆９，７３８億円で、過去最大となった。 

 

○ 農林水産関係は総額２兆３，０９１億円で、前年度より１億円増加している（別

紙２）。農政改革を進めるため、飼料用米などを支援する水田活用の直接支払交

付金や農業農村整備事業を増額し、米政策や農業の成長産業化を推し進める内容

となっている。 
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農林水産関係予算の推移 
（単位：億円、％） 

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

予算総額 （▲2.9） 

25,605 

（▲4.2） 

24,517 

（▲7.4） 

22,712 

（▲4.3） 

21,727 

（5.7） 

22,976 

（1.3） 

23,267 

（▲0.8） 

23,090 

（0.0） 

23,091 

 非公共 

事業 

（2.3） 

15,653 

（14.7） 

17,954 

（▲2.4） 

17,517 

（▲3.9） 

16,831 

（▲2.1） 

16,469 

（1.3） 

16,689 

（▲1.1） 

16,499 

（▲1.0） 

16,330 

公共 

事業 

(▲10.1) 

9,952 

(▲34.1) 

6,563 

(▲20.9) 

5,194 

（▲5.7） 

4,896 

(32.9） 

6,506 

（1.1） 

6,578 

（0.2） 

6,592 

（2.6） 

6,761 

注：予算額は当初予算で、上段（ ）書きは対前年度増減率である。 
                           出典：財務省ホームページ 

 

○ ２８年度予算案の主な項目は次の通りとなっている（括弧内は前年度額、補正

は２７年度補正予算案）。 

Ø 水田活用の直接支払交付金 

Ø 畑作物の直接支払交付金 

Ø 米・麦・大豆等収入減少影響緩和対策 

Ø 米の直接支払交付金（２９年産まで） 

Ø 農業農村整備事業 

Ø 農地耕作条件改善事業 

Ø 農山漁村地域整備交付金  

Ø 強い農業づくり交付金 

Ø 中間管理機構による農地集積・集約化 

Ø 農地の大区画化の推進 

Ø 新規就農・経営継承総合対策支援事業 

Ø 畜産・酪農経営安定対策 

Ø 野菜価格安定対策事業 

Ø 多面的機能支払交付金 

Ø 中山間地域等直接支払交付金 

３，０７８億円 

１，９４８億円 

７５４億円 

７２３億円 

２，９６２億円 

１２３億円 

１，０６７億円 

２０８億円 

８１億円 

９１３億円 

１９３億円 

１，７０１億円 

１７１億円 

４８３億円 

２６３億円 

（２，７７０億円） 

（２，０７２億円） 

（８０２億円） 

（７６０億円） 

（２，７５３億円） 

（１００億円） 

（１，０６７億円） 

（２３１億円） 

（１９０億円） 

（１，０８９億円） 

（１９５億円） 

（１，７０８億円） 

（１６７億円） 

（４８３億円） 

（２９０億円） 

補正１６０億円 

 

 

 

補正９９０億円 

 

 

 

 

補正３７０億円 

補正２３億円 

 

○ 経営所得安定対策では、飼料用米などの非主食用米の作付けを支援する「水田

活用の直接支払交付金」が３０８億円増額された。作付け拡大に対応するために

は３，０００億円以上を要するとも言われており、予算案の編成過程では不足が

懸念されていたものの、必要予算が確保されることとなった。 
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○ 老朽化した施設の補修や圃場の大区画化を支援する「農業農村整備事業」は２

３２億円増額された。自民党農林幹部は「２００９年年度の水準（５，７７２億

円）に３年程度で戻したい」とする意向を示しており、今回はその足掛かりを得

る形となった。 

 

○ 一部報道によれば、政府・与党は２８年度予算案を１月２２日に国会に提出す

る意向を固めたとされる。成立時期は３月下旬頃となる見込みである。 

 

３．平成２８年度税制改正大綱 

○ 自民・公明両党は１２月１６日に「（与党）平成２８年度税制改正大綱」を決

定、これを受けて、政府は１２月２４日に「（政府）平成２８年度税制改正の大

綱」を閣議決定した。 

 

○ 農業関係では、農協等の合併税制特例の３年延長、再生可能エネルギー関係税

制特例の２年延長など、租税特別措置では概ね延長が確保された。 

 

○ 現場から強い懸念のあった遊休農地の課税強化については、農地中間管理機構

との協議の勧告を受けた農地について約１.８倍の課税強化という結果となった。

なお、セットで検討された農地課税の軽減については、同機構との賃借期間が１

０年以上の農地について、固定資産税・都市計画税の課税標準が３年間２分の１

という結果となった。 

 

○ 協同組合にかかる法人税制（法人税の軽減税率、受取配当等の益金不算入制度

等）の見直しについては、他の中小事業者関連の税制特例と同様に、２９年度改

正以降に先送りとなった。 

 

○ 都市農業に関しては、与党大綱に初めて盛り込まれ、今春にも策定される「都

市農業振興基本計画」に基づく税制の見直し（相続税など）に向けた道筋が示さ

れた。 

 

【農業分野の税制改正の主なポイント（１２月号より再掲）】 

・ 遊休農地の固定資産税を増税。一方、農地中間管理機構に貸し出した場合は減税。 

・ 協同組合の法人税率は据え置き。 

・ 農協改革に伴って、中央会などの税負担が増えないようにする措置を今後検討。 

・ 農協などの合併に課税負担を軽減する措置を３年延長（農林中金と信連の合併は

対象外） 
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・ 都市農業振興へ生産緑地の賃借時に相続税を猶予するなどの措置を今後検討。 

・ 再生利用可能エネルギーを活用した発電設備などに対する税負担を軽減する特

例を２年延長し、対象に木質バイオマス発電設備を追加。 

・ 特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく加工場などの税負担を軽減する特

例を２年延長。 

 

○ 焦点となっていた消費税軽減税率制度については、平成２９年４月１日からの

軽減税率導入（対象品目：酒類や外食を除く食品全般、定期購読で週２回以上発

行される新聞、税率：地方税分あわせて８％）と、３３年４月１日からの「イン

ボイス制度」の導入等が行われる旨盛り込まれた。 

※ インボイス 

売り買いする商品それぞれの価格と消費税率、税額を記入する請求書で売上高１０００

万円を超える課税事業者だけが発行できる。消費税率が一律だと請求書に基づいた税額の

計算が可能だが、消費税が１０％、８％になると対応しきれないため発行が求められる。

インボイスを発行すればこれまで通り仕入れ時の税額控除を受けられるが、インボイスに

記載されない取引は、消費税の控除は受けられない。 

 

○ インボイス制度がそのまま導入されると、年間売上額が１，０００万円以下で

ある消費税の納税義務がない免税事業者はインボイスを発行できない。インボイ

スが発行できなければ、取引先は免税事業者からの仕入分にかかる消費税を控除

することができず、仕入れ時の消費税分を自ら負担せざるを得ないため、免税事

業者との取引を避ける可能性が高まるのではないかと心配されている。 

 

○ ＪＡ全中は、農家が商取引から排除されないよう、ＪＡを通して販売する場合

は、ＪＡがインボイスを代理発行できる仕組みを認めるよう求めている。こうし

た心配に対し、財務省主税局では「農家も含めて中小企業などにどんな影響が発

生するか、検証したい」としている。 

 

○ また、医療及び介護にかかる消費税については、「医療保険制度における手当

のあり方の検討等とあわせて、医療関係者、保険者等の意見、特に高額な設備投

資にかかる負担が大きいとの指摘等も踏まえ、平成２９年度税制改正に際し、総

合的に検討し、結論を得る」と、年限が明記された形で盛り込まれた。 
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Ⅲ 農協改革をめぐる情勢 

― 改正農協法関係の政省令案を発表 ― 

 

○ 農水省は１２月１８日、改正農協法関係の政省令について公示し、パブリッ

クコメントを開始した。１月１６日まで行われ、意見とりまとめの上、公布さ

れる。公布時期は未定だが、１月中に行われる見込みである。 

 

○ 政省令は、法改正に伴う項ずれや文言の削除・変更を行うものがほとんどだ

が、法案審議等で議論となった論点は、以下のものがある。 

【法案審議等での論点（１１月号より再掲）】 

Ø 理事の定数の過半数を認定農業者とすること等を要しない場合 

Ø 株式会社化する場合に譲渡制限の対応をすること 

Ø 組織変更後の中央会に係る役員等の兼職が認められる場合 

Ø 組織変更後の中央会に係る名称の使用制限に関する特例の要件 

Ø 監査事業に従事する者の資格 

 

○ 理事構成に関する省令案（別紙１）については、認定農業者に準ずる者を含

めるための要件や、地域に認定農業者が少なく、達成が困難である場合の措置

等が整理されている。概要は次ページの通り。 

 

○ 「総合的な監督指針」の改正については、２月を目途にパブリックコメント

が行われる予定である。改正点は、人事ローテーションや非常勤理事数の緩和

で、内容は次の通りとなっている。 

【総合的な監督指針の主な改正内容（１１月号より再掲）】 

 ・人事ローテーション 

  →専門性の高い営農指導員の育成ができるよう、事業特性に応じたローテー

ションを確保する。必要な内部けん制措置は引き続き確保を求める。 

 ・非常勤理事数 

  →非常勤理事の増加は好ましくないとされてきたが、担い手や女性・青年等

の登用拡大のため、理事会運営に支障がなければ原則認めるようにする。 
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ＪＡ理事構成の省令案の概要 

認＋実で理事の過半 本
則 

省
令
案 

※認は認定農業者、実は実践的能力者（経営のプロ）、

準は準ずる者 

認定農業者が少ないＪＡ 

正組合員の認が理事の１０倍を下回る場合、認＋実＋準で理事の過半 ① 

①の達成困難で、行政庁承認を得た場合、認＋実＋準で理事の４分の１以上 ② 

認定農業者以外の担い手を積極登用したいＪＡ 

認＋実＋準で理事の６割以上、かつ認＋準で理事の３割以上 ③ 

①～③の達成困難な理由について大臣承認を得た場合、認＋実＋準で理事に 
占める割合を大幅引き下げ ④ 

・認定農業者である法人の重要使用人 
・認定農業者 OB、親族（経営参画等） 
・認定就農者 
・集落営農（※交付金要件）の役員 
・国・地方公共団体の計画に位置づけられた中心的農業者と、その親族 
・指導農業士 
・基本構想水準到達者と、その親族 
・生産部会の代表 

 
 
準 
ず 
る 
者 
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